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本会議の今後のスケジュール（案） 

 

 

3 月 23 日   第 1 回会議 

             当面の取組方針（第１次） 

 

4 月下旬～5 月中旬 

   全府省庁ヒアリング 

 

5 月中     第 2 回会議 

             当面の取組方針（第 2 次） 

 

本年夏頃   第 3 回会議 

             今後の取組方針及び 

対策項目取りまとめ 



首都直下地震対策の検討体制について

中央防災会議

首都直下地震対策検討ワーキンググループ（仮称）

首都直下地震モデル検討会（内閣府）

防災対策推進検討会議

会長：内閣総理大臣

中央防災会議の専門調査会

座長：内閣官房長官

東日本大震災の教訓の総括、防災対策の充実・強化を図るための調査審議

防災対策推進検討会議のワーキンググループ（3月7日設置決定）

科学的知見に基づく、首都直下地震
の地震像（震度分布･津波高）

→今秋頃までに

首都中枢機能の継続性確保対策 首都直下地震対策局長級会議

地震像の理学的・科学的検討

成果の報告
（WGの検討を支援）

成果の報告
（WGの検討を支援）

特に、首都中枢機能の確保方策

首都直下地震に対する予防、応急、復旧･復興の各対策の方向性

首都直下地震による定量的な被害想定、定性的な被害シナリオ →今冬頃までに

帰宅困難者対策
首都直下地震帰宅困難者等対策協議

会（内閣府・東京都）

官民連携による帰宅困難者対策

来年春頃までに首都直下地震対策の全体像とりまとめ

夏頃までに当面実施すべき首都直下地震対策のとりまとめ

資料７－２


